
市民・専門家と連携した調査・保全活動

長谷川泰洋(名古屋産業大学）

OECM を通じた企業の生物多様性保全活動
2023 年 1 月 25 日（水）13:30 ～ 16:30

なごビオ（なごや生物多様性保全活動協議会）

生物多様性主流化フォーラム in 中部
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１．なごビオ（なごや生物多様性保全活動協
議会）の活動状況
地域の専門的情報の最前線

２．なごやにおけるOECMと市民・専門家・
行政・企業等との連携
なごやにおける効果的なOECMのあり方

本日の内容
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なごや生物多様性保全活動協議会

なごや
生物多様性
保全活動
協議会
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ミッション
・名古屋に生息・生育する生物およびその環境の継続的な
調査を⾏い、生物多様性の現状を把握する。

・外来生物の防除などを通し身近な自然の保全を実践する。

協
力

その他の専門家・学校・
行政・関係機関など

参
加

市民

協働
事業

なごや
生物多様性
センター

（名古屋市環境局）
43団体24個人、

900人以上市民調査員
＋名古屋市

なごや生物
多様性保全
活動協議会
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幹事【22名】

保全団体：8名

大学・研究会：9名

個人：3名

行政：2名
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設立の経緯 ～多様な主体の連携

2008
COP10の開催地が
名古屋市に決定

市民主体の勉強会が始まり、、
10月：名古屋ため池生物多様性保全協議会
が設立され、池干し事業を開始

2010

2011

COP10開催

5月：なごや生物多様性保全活動協議会　設立
9月：なごや生物多様性センター　設立

1980ー 市内の各地で自然観察会が開催

1998
8月：市内初の市民参加による里山保全活動が
開始【相生山緑地オアシスの森くらぶ】

2003
3月：森づくり活動団体 22 団体が集まり、
「なごやの森づくりパートナーシップ連絡会」
（森パー連）を発足　＊現在30団体

2007 10月：東山新池で市民と行政による池干し
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 ため池等の池干し 【地元組織、学校、部会等が参加】

 市民生き物一斉調査 【平均で350人が参加】

 なごや生物多様性サマースクール 【500人以上の小中学生、保護者が参加】

主な活動のしくみ

◆部会活動：日ごろの活動 【市民、保全団体、専門家】

◆イベント的な活動 【市民、地域、専門家】

多くの市民が身近な生物多様性を学習、体験する全国
的に先進的な取組み

会員団体のフィールドを中心に、専門的な生物調査
→生物基礎情報や保全活動へ応用

部会：動物、水辺、里山・社寺林、両生類、昆虫類、デ
ータベース等

なごや生物多様性保全活動協議会

部会⻑が名古屋市レッドリストの策定委員
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https://bdnagoya.jp/introduction/activities/pdf/R3_katsudou.pdf



目的
・池の水を抜いて、生物種、個体数を記録
・外来生物の除去：ブラックバスやブルーギルなど
・環境学習から保全活動に至るプロセスのサポート

ため池、池干し調査 17池
4000人以上

（ため池協議会時代を
含む延べ参加者数）
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事前
学習

池干し
実施

事後
モニタ
リング

地元での保
全活動、団
体発起へ
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ため池、池干し調査 17池
4000人以上

（ため池協議会時代を
含む延べ参加者数）

 市民・自治会
 保全団体
 企業
 専門家
 行政
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なごや生きもの一斉調査 11回
5129人
（延べ参加者数）
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 11回
 5129人
（延べ参加者数）

【拡大版】
名理会9校
（385名）
ユース1校
（72名）
他都市団体

9団体
（77名）

なごや生きもの一斉調査の実施



なごや生きもの一斉調査2021

～テントウムシ編～

 市民
 保全団体
 企業・民間団体
 専門家
 行政
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なごや生物多様性センターの博物館的機能の強化へ

標本点数は、県内有数の施設になりつつ
ある。→連携強化で更なる収集へ

サイエンスミュージアムネット（S-net）に登
録し、webから閲覧可能な仕組みづくりを
進めています。

◆協議会活動で得られた標本、生き物情報を蓄積（2020年時点）

◆データベースを作成、一部情報は公開
ツバメ（2011~2019）のマップ
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 産民官１７団体を発起人とする、「生物多様性のため
の30by30アライアンス」を発足させ、本日その第１弾
として、企業、自治体、NPO法人等、計116者

（2022年04月08日時点）

 名古屋市は、自治体24の内の一つ

30by30アライアンス 【有志連合】

2022年度
OECMに該当する場所を、環境省が自然共生サイトとして認定する仕
組みを試行する実証事業を実施します。

2023年度

申請に基づく認定の仕組みを正式に運用。本実証事業はこれに先
立って行うものであり、30by30アライアンスメンバーの協力のもとに実
施します。
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なごやの
OECMの体制

なごやの
自然共生
サイト

なごや
生物多様性
センター
【名古屋市
環境局】

なごビオ
【市民・保全団
体・専門家、環

境局】

企業等民
間組織

1. 実態把握、重要性把握
2. 自然共生サイトの申請
3´.保全活動
3.モニタリング
4.広報・啓発
5.参加、協働
6.活動支援

１ ２

３ ４

６

なごやの生物多様
性保全と生態系サ

ービスの向上

森パー連
【市民・保全団体】

【緑政土木】

５ スムーズな協
働を期待！

• 企業が自前でビオトープ等をつくるよりも、保全団体への支援の
方が地域の生物多様性保全に有効か。
→なごビオへの支援は地域貢献度が高い

• OECMによりスムーズな協働を期待したい
→調査（なごビオ）、保全（森パー連）、申請・広報（行政）、参

加・支援（企業等）の協働体制
• 一方で、OECMに入らない生態系へのケアも重要（SDGs）

企業等、多様な主体が参加する起爆剤になること
＊TNFD：企業の自然関連情報の評価・開示の加速のタイミング

 モニタリング活動は、モチベ―ションの継続や新たな担い
手の獲得につながる
＊例：水質環境目標値市民モニタリング、モニ1000など

継続性を担保可能なインセンティブ：活動費は重要、特に
若者世代の支援

OECM（自然共生サイト）への期待

考えること
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